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研究要旨 本研究の目的は、都道府県行政が主体となり、がん診療連携拠点

病院等を対象に緩和ケアの提供体制やその質に関する効率的かつ有用性の高

い実地調査を行う方法を開発し、その実効性等を検証する点にある。加えて、

「がんの緩和ケアに係る部会」における指摘された緩和ケアに関する課題に

ついての検討結果を踏まえ、対応方針として研究を実施する必要性が示され

た内容について、部会の指示に基づいた成果を戻すことを併せて進めること

を意図している。本年度は、第 4 期がん対策推進基本計画でロジックモデル

が提示されたことを受け、各都道府県が拠点病院と連携して、実地調査等施

設内・地域の緩和ケアの質の向上に資する活動を行うための課題整理を行っ

た。 

 

 

A．研究目的 
 がん対策推進基本計画においては、がんと

診断された時からの緩和ケアを推進すること

を掲げられている。しかし、均てん化に関し

ては、患者体験調査等を通して、提供されて

いる緩和ケアの質に施設間差があることが指

摘されてきた。そのため、適切な緩和ケアが

提供されることを目標に、第 3 期基本計画に

おいては、緩和ケアの「実地調査や遺族調査

等を定期的かつ継続的に実施し、評価結果に

基づき、緩和ケアの質の向上策の立案に努め

る」と記載されている。しかし、令和元年のパ

イロット調査から様々な課題が指摘され、未

だ実装に至っていない現状が明らかになった。

これらの課題を踏まえ、「がんの緩和ケアに係

る部会」において、具体的な実地調査の方法

の策定やマニュアルの作成等を行う方針が示

された。併せて、同部会においてあがったそ

の他の緩和ケアに関する課題についても、そ

れぞれ更なる研究を推進する必要性も生じて

いる。 

本年度は、第 4 期がん対策推進基本計画でロ

ジックモデルが提示されたことを受け、各都

道府県が拠点病院と連携して、実地調査等施

設内・地域の緩和ケアの質の向上に資する活

動を行うための課題整理を行った。 

 

 

B．研究方法 
 都道府県、がん診療連携拠点病院の現状把

握、ロジックモデル、指標の測定可能性の検

討を踏まえて、実地調査を中心に、緩和ケア

の質の向上に資する具体的な活動形態を、緩

和ケア、在宅ケア、疫学の関連領域の専門家

と意見交換をしながら検討した。 

 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は、臨床の質の向上を目指した取組み

であり、国立がん研究センターの研究倫理審

査の対象外ではあるが、疫学研究に関する倫

理指針に従い調査を実施した。 

 

 

C．研究結果 
都道府県においては、緩和ケア等の医療提

供体制に関して、構築や改修を行う権限が設

定されていないこと、あわせて医療提供体制

について把握し分析する人材がいないことか

ら、具体的な計画を立てるのが困難なことが
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あげられた。 

拠点病院側においては、人的資源が不足が

ちなこと、病院の診療活動が診療報酬を獲得

し経営的な安定を図る方向を注視しているた

め、自施設以外での緩和ケアの提供について

積極的な活動が困難であることが指摘された。 

また、がん対策審議会やがん診療連携拠点

病院連絡協議会において、緩和ケアに関する

議論は緩和ケア研修会の調整が中心で、地域

の緩和ケアの提供体制と自施設の立ち位置を

検討することがほとんど行われていないこと

も明らかになった。 

あわせて、covid-19 流行下で、がん領域の

緩和ケアは在宅へシフトし、在宅死亡率が他

領域よりも強く上昇した。がんの緩和ケアの

提供場所も、がん診療連携拠点病院から後方

連携病院や在宅医療に移行している。がん診

療連携拠点病院内では、がん治療中の症状緩

和の比重が高まっていることから、緩和ケア

チームによるコンサルテーションとあわせて、

院内の診療の質を指標をもとに管理する

Quality Control の方策を施設内で取ること

も指摘された。 

上記の結果、都道府県・がん診療連携拠点

病院両者とも、地域での緩和ケアの提供体制

を把握していないことから、施設内の具体的

な診療活動を評価する実地の調査を現状で行

うことは難しいことが明らかになった。 

あわせて、がん診療連携拠点病院や地域で

の緩和ケアの質の向上を図るための戦略につ

いても検討を進めた。 

緩和ケアをめぐる状況は、関連領域である

地域医療構想の現状と比較することができる。

地域医療構想においては、穏やかに自発的な

情報共有を設置することから、提供体制の議

論をおこない、施設管理者、実務者がそれぞ

れ状況を共有する取り組みを進めていた。ほ

このような取り組みは、緩和ケアにおいても

同様に機能する可能性があることから、都道

府県・がん診療連携拠点病院の両者が、緩和

ケアの提供に関する情報を穏やかに共有し、

地域での緩和ケアの提供体制のあり方を自発

的に検討する場を設置すること、地域の現状

をもとにがん診療連携拠点病院が自施設の緩

和ケアの立ち位置を定め、効果的に評価でき

る簡易な指標を選定して質の管理を自発的に

行うことを支援するプログラム案を開発した。 

提供体制の認識を進める方法を検討した。 

 

 

D．考察 
 都道府県・がん診療連携拠点病院が、地域

の緩和ケアの提供体制を把握し、自施設の緩

和ケアの立ち位置を検討することを目指した

プログラムを開発し、地域担当者との意見交

換を行い実施可能性を高めた。今後、ロジッ

クモデルの普及や、都道府県がん診療連携拠

点病院と自治体との役割の整理等を通して、

地域活動への実装を検討する事が重要である。 

 

 

E．結論 
 緩和ケアに関する質の向上の取組みについ

て、都道府県での検討を推進するためには、

都道府県の実情に合わせたがん診療連携拠点

病院との穏やかな情報共有の場を設置し、運

用を促すなど、継続的な支援が必要である。 

 

 

F．健康危険情報 
 特記すべきことなし。 
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第 11 回日本医療安全学会学術総会; 

2025 /3/15; ウインクあいち（愛知県産

業労働センター）愛知県名古屋市. 

2. 三堀いずみ、渡邉眞理、清水奈緒美、岡

多恵、小川朝生, editor 多職種による認

知症高齢がん患者の意思決定支援研修会

の評価. 第 39 回日本がん看護学会学術

集会; 2025 /2/23; グランドメルキュー

ル札幌大通公園、札幌教育文化会館. 

3. 岡多恵、渡邉眞理、清水奈緒美、、三堀い

ずみ、日塔裕子、山内桂子、井上智香、

池田恵理、古矢尚子、高瀬由佳、川越久

実子、谷村美希、小笠原利枝、小川朝生, 

editor 認知症高齢がん患者の意思決定

支援（意思の推定）研修会の評価 ー意思

決定支援の取り組みと今後の課題認識の

質的分析ー. 第 39 回日本がん看護学会

学術集会; 2025 /2/23; グランドメルキ

ュール札幌大通公園、札幌教育文化会館. 

1. 小川朝生, がん患者の精神症状と対応. 

第 46 回日本疼痛学会サテライトシンポ

ジウム; 2024 /11/15; 国立がん研究セ

ンター研究所（東京都中央区）. 

1. 小川朝生,  がん専門病院における倫理

的な課題と対応. 第 37 回日本総合病院

精神医学会（ワークショップ 5）; 2024 

/11/29; 熊本城ホール. 

2. 小川朝生,  がん（在宅緩和医療）におけ

る地域連携. 第 37 回日本総合病院精神

医学会（シンポジウム 28）; 2024 /11/30; 

熊本城ホール. 

3. 小川朝生, 高齢がん患者に対する意思決

定支援を実装することを目指した多職種

教育プログラム. 第 62 回日本癌治療学

会学術集会（がん医療の基盤整備に対す

る助成プロジェクト（2023年度日本癌治

療学会/ファイザー）; 2024 /10/25; 福

岡国際会議場. 

4. 小川朝生, 高齢がん患者への意思決定支

援. 第 62 回日本癌治療学会学術集会（領

域横断ワークショップ 1）; 2024 /10/24; 

福岡サンパレス. 

5. 小川朝生, 認知症高齢者の緩和ケアとは. 

日本老年看護学会第 29 回学術集会（教育

セミナー）; 2024 /6/29; 高知市文化プ
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H．知的財産権の出願・登録状況（予定を

含む。） 

1．特許取得 

 なし。 

2．実用新案登録 

 なし。 

3．その他 

特記すべきことなし。 

 

 


